
 

高齢者保健福祉推進計画・第９期介護保険事業計画策定に係る実態調査の概要 

 

１ 調査目的 

令和５年度の第９期計画策定に向け、高齢者の生活実態や高齢者施策に対するニーズ等を、より的確

に把握するため調査を行うものである。 

 

２ 調査内容等 

（１）在宅介護実態調査 

介護者の就労継続や在宅生活の継続に効果的なサービス利用等の把握・分析を行い、介護サービス

に関するニーズ等を把握する。 

①調査手法 

各区介護認定調査員による聞き取り調査 

②調査実施期間 

令和４年４月～１０月（調査実施中） 

③調査対象者 

在宅生活の要支援・要介護認定者のうち、更新申請・区分変更申請に伴う認定調査を受ける方 

④調査件数 

約６００件 （厚生労働省の在宅介護実態調査実施の手引きの必要サンプル数） 

⑤調査項目 

２１項目 前回（第８期計画策定）調査から市独自項目１件削除（ダブルケアについて） 

→・本人の介護実態に関する調査  １６項目 

・介護者の介護状況に関する調査 ５項目 

 

（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

【調査その１】要介護・要支援認定なしの高齢者及び要支援１、２の高齢者を対象（従来からある調査） 

【調査その２】要介護１～５の高齢者の介護者を対象（今回新たに「介護者（ケアラー）」を対象に調査） 

 

【調査その１】 

①調査目的 

要介護状態になる前の高齢者のリスクや社会参加状況を把握することで、地域の抱える課題を見出し、

日常生活支援総合事業の評価に活用する。 

②調査手法 

郵送による調査票の配布及び回収 

③調査実施期間 

令和４年８月～令和４年９月を想定 

④調査対象者及び件数 

・７，３９２人 

・要介護認定を受けていない高齢者 

・日常生活圏域（２８圏域）ごとに、以下の区分から、各々男性２２人・女性２２人ずつ抽出することを基本

とする。（（男性 22人＋女性 22人）×６区分×28圏域＝7,392人） 

（ア）要支援認定及び要介護認定を受けていない前期高齢者（６５歳～７４歳） 

（イ）要支援認定及び要介護認定を受けていない後期高齢者（７５歳以上） 

（ウ）要支援１の認定を受けている前期高齢者（６５歳～７４歳） 

（エ）要支援１の認定を受けている後期高齢者（７５歳以上） 

（オ）要支援２の認定を受けている前期高齢者（６５歳～７４歳） 

（カ）要支援２の認定を受けている後期高齢者（７５歳以上） 
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⑤調査項目 

・９０項目程度 

・厚生労働省から提示見込みの介護予防・日常生活圏域ニーズ調査項目（必須、オプション） 

・千葉市独自項目 

 

【調査その２】 

①調査目的 

介護者の介護に対する意識等を調査し、一般高齢者の意識等と比較することにより、地域の抱える課題

を見出し、日常生活支援総合事業の評価に活用する。 

②調査手法 

郵送による調査票の配布及び回収 

③調査実施期間 

令和４年８月～９月を想定 

④調査対象者及び件数 

・要介護１～５の認定を受けている高齢者の介護者 

・１，１２０人程度 

・日常生活圏域（２８圏域）ごとに、以下の区分から、各々男性２人・女性２人ずつ抽出することを基本とす

る。（（男性２人＋女性２人）×10区分×28圏域＝1,120人） 

調査対象者は、以下の区分の要介護認定を受けている高齢者の介護者。 

（ア） 要介護１の認定を受けている前期高齢者（６５歳～７４歳） 

（イ） 要介護１の認定を受けている後期高齢者（７５歳以上） 

（ウ） 要介護２の認定を受けている前期高齢者（６５歳～７４歳） 

（エ） 要介護２の認定を受けている後期高齢者（７５歳以上） 

（オ） 要介護３の認定を受けている前期高齢者（６５歳～７４歳） 

（カ） 要介護３の認定を受けている後期高齢者（７５歳以上） 

（キ） 要介護４の認定を受けている前期高齢者（６５歳～７４歳） 

（ク） 要介護４の認定を受けている後期高齢者（７５歳以上） 

（ケ） 要介護５の認定を受けている前期高齢者（６５歳～７４歳） 

（コ） 要介護５の認定を受けている後期高齢者（７５歳以上） 

⑤調査項目 

・６０項目程度 

・「調査その１」の調査項目９０項目から２０項目程度を選定予定。 

・上記に加え、千葉市独自項目として、ケアラーに関する質問を４０項目程度設定予定。 

 

（３）介護保険事業所向け調査 

①調査目的 

市内の介護保険事業者に対してアンケート調査を行い、サービス提供にかかるニ―ズ等を把握する。 

②調査手法 

LoGoフォーム（株式会社トラストバンク提供）による電子回答を利用 

③調査実施期間 

令和４年１０月～１１月を想定 

④調査対象者及び件数 

・市内で介護サービスを提供する事業所 

・1,500事業所程度（参考：第８期調査 1,418事業所） 

⑤調査項目 

・３４項目程度 

・前回（第８期計画策定）の３０項目を基本に検討し、３０～３４項目程度を想定。 


